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平成 30 年度 第１回横浜市男女共同参画審議会 会議録 
日時 平成 30 年７月 13 日（金）14 時 30 分～17 時 00 分 

開催場所 市庁舎 ２階応接室 
出席者 

(会長以外は

五十音順） 

江原会長、阿部委員、岩永委員、臼杵委員、大隅委員、川島委員、川名委

員、齋藤委員、坂本委員、渋谷委員、白鳥委員、種子島委員、津野委員、平

井委員、堀本委員、綿引委員 
欠席者 茂田委員 
開催形態 公開（傍聴者なし） 
議題 議事 

１  第４次横浜市男女共同参画行動計画の進捗状況について 

２  横浜市男女共同参画貢献表彰選考準備委員会の設置について 

報告事項 
１ よこはまグッドバランス賞の認定について 
２ 平成30年度 横浜市の男女共同参画に関する主な取組について 
３ 平成30年度 男女共同参画センターの主な取組について 

決定事項 １ 年次報告については、審議会の意見を集約し、各委員へ再度確認する。 
２ 横浜市男女共同参画貢献表彰について、選考準備委員を決定。 

議事 

議事１ 第４次横浜市男女共同参画行動計画の進捗状況について 

事務局 ＜「2018(平成 30)年版 横浜市男女共同参画年次報告書（案）」について、

資料に基づき説明＞資料１ 
＜取組分野Ⅰ成果指標１について説明＞ 

江原会長 取組分野Ⅰ成果指標１について、ご質問はございますか。 
評価は△となっているが、その評価についても妥当、妥当でないというご意見

もお願いします。 
斎藤委員 活動指標「市役所における女性職員の係長昇任試験受験率が目標の 50％」に

ついて、受験者数自体が増えているのか。その傾向などをお聞かせいただきた

い。 
江原会長 この 50％という意味は、女性の中で受験する人の割合なのか、受験する人の

中での女性の割合なのか、どういう意味ですか。 
事務局 受験率は、受検資格のある女性職員のうち、受けた人数の割合となっている。

女性も男性も受験者数は年々増えている。 
津野委員 女性の資格者を分母にとって、分子に受験者とするいというのは、男性の資格

者に対して男性の受験者の割合をとるとどのくらいになるのか。50％が妥当

かどうかというのは、それを参考にしているのかどうか。 
事務局 男性受験率は57％となっている。 
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渋谷委員 係長昇任試験の受験率が低調な理由はなにかあるのか。 
事務局 昇任試験を受験しない理由についてアンケートをとったところ、家庭生活と

両立しにくいとの回答が、女性は 45.8％。それに対して男性は、22.4％。リー

ダーシップに自信がない女性 39.2％、男性 21％。知識や技術に自信がない女

性 29.6％、男性 18.9％という差がある。 
江原会長 女性が管理職試験を受ける比率を増やすにはどういうようなことが求められ

るのか。 
平井委員 子育て中は夜遅くまで残れないということも多いが、管理職が夜遅くまで残

っているのを見ていれば、事務局のアンケートの結果の通り両立できないと

思うのは当然。全体の働き方を考えないといけない。この値は非常に残念に思

う。管理職も早く帰るようにがんばらなくてはならない。 
江原会長 横浜市の管理職のワークライフバランスで、労働時間が長いという実態があ

るのではないか。 
白鳥委員 ノー残業デーはやっていないのか。 
事務局 ノー残業デーは曜日を決めて実施している。全庁でワークライフバランス、特

に長時間労働の是正については、取り組んでいるところである。 
江原会長 市役所の中の特に管理職のワークライフバランスを実現するような方向での

改善が必要である。管理職の受験率を上げる上で一番大事なのは、そこではな

いか。45.8％の方が家庭との両立不安で受験しないというのであれば、市では

そこのあたりにもっと力を入れていくべきではないか。 
種子島委

員 
市役所職員の方の割合は、一般の市内企業の女性割合より高いと思うが、市内

企業における従業員の女性割合がここまで上がっていないのが非常に残念だ

と思っている。弊社で考えても女性が継続して仕事を続けられていられない

ことが大きな問題で、続けられないから、管理職になる以前に母数が少ない。

だから管理職の数が少ない。女性が継続して管理職になれるくらいの年齢ま

で、仕事ができる支援が必要。いつまで経っても母数が増えないのではない

か。 
白鳥委員 少し関連しているが、実態は分からないが、男性職員の育児休業が関係してい

るのではないか。 
江原会長 女性正社員比率が低いということ。その背景には男性の育児参加、育児休業の

取得率が低いというのは問題なのではないか。そこを上げることによって管

理職比率も上がっていくのではないか。 
坂本委員 市役所の女性職員の係長試験受験率、ワークライフバランスとは少し離れる

が、仕事柄市役所の係長、職員と接する機会が多いが、係長試験の制度そのも

のが変わっていないのではないか。専門性が、キャリアを考えるときにポイン

トの１つになっているのではないか。市役所は配置転換が前提となっていて
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ゼネラリスト、幅広く知識経験を積むことも重要なのかもしれないが、一方で

課題が高度化、複雑化している中では、専門性を育て自分のキャリアをここの

分野でさらに活かしていきたいという思いの方が、結構いるのではないか。係

長試験の段階においては、ある程度方向が選べるという形で、専門性を持たす

そういうキャリアコースもあると、受験率へのインセンティブになるのでは

ないか。 
国際関係のことで仕事をし、色んな知識を積まれても全くそれが活かされな

い次の配置転換先というのが、もったいないと感じている。それと職員のモチ

ベーションの関係は分からないが、検討していただけると良いと思う。 
江原会長 係長試験の女性受験率に直接関わるかどうかは分からないが、モチベーショ

ンを高めるという意味において専門領域を配慮したコースを検討する余地が

あるのではないかというご意見をいただいた。ありがとうございました。 
臼杵委員 弊社も課長試験を受けたくないという人がとても多い。その背景は、プライベ

ートとの両立ができないということなので、人事制度を見直した。マネジメン

ト職をすることが目指す姿ではなく、専門性を活かしてスペシャリストにな

るのか、技術者・熟練というエキスパートとなるのかという選択を設けた。そ

れぞれの試験を受けて、上級職を目指す。マネジメント職は異動もあるし人を

束ねるという仕事になる。スペシャリストはそこの部にはいなくてはならな

い存在になるというのを目指す。キャリアの選択肢を広げるとかなり受験率

が上がった。人事制度を見直すというのも一つの手だと思う。 
事務局 ＜成果指標２について説明＞ 
江原会長 成果指標２について先ほどと同様にご意見をいただいてまいりたい。 

審議会の委員とか半数にするのが目標であるが、あまり増えていない。なおか

つゼロのところがある。女性が少ない分野でどうしていくのか。分野として少

ないというのは、建築とか、土木といった分野か。 
事務局 医療関係や建設関係など、技術系がやはり少ない。 
江原会長 ２番目の 40％未満の附属機関数をゼロにするという目標は、このままだと遠

い目標のように思う。達成不可能に近い感じという気もしてしまうのだが。 
津野委員 女性割合４０％未満の附属機関について、例えば委員が医師の場合、本当に女

性の医師が少ないのか、構造的に女性に声がかからないのか。そうだとすると

問題なのかなという気がする。構造的にゼロという目標が、実現可能かどうか

というのも少し考えなくてはならない。 
全体の附属機関の数がとてつもなく多いのかもしれないが、40％未満の附属

機関が 48、46 あって、全体としては、４割を達成しているということは、む

しろ女性の割合が、著しく高い分野もあるということか。 
事務局 分野の把握はできていないが、部署別の附属機関の状態は把握しており、その
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中でも女性比率７割を超えている附属機関を持つ部署もある。男女共同とい

う視点からすると、女性が多ければいい、女性が 100％になれば良いというも

のでもない。理想は 5 割なので、女性が多すぎる 60％を上回るところについ

ては、同様に気をつけるように働きかけをしていきたい。 
津野委員 それぞれの分野での実際に活動している方々が、ベースになってくるのかも

しれないが、分野外の人を入れて、違った意見を取り入れるなど、意識的に取

り組んでいくべきではないか。 
江原会長 その分野で活動している人の具体的な比率というものも加味しつつ、また、委

員会の目的や、狙いも含めて 40％を達成するのが適切かどうかというのも考

えて目標設定を考えた方がよいのではないか。そのあたりが、これでは達成し

ているのか、していないのか、よく分からない。非常にがっかりするような感

じではあるが、もしかすると少しは推進されているのかなというところもあ

るので、変化が分かるような、今後どういうところに力を入れていった方がよ

いのかが分かるような指標の作り方が必要だと思った。 
種子島委

員 
附属機関の中で女性がゼロという機関はあるのか。 

事務局 １つある。 
種子島委

員 
１つでよかったが、１人でも入っているか入っていないかで、それが違うと思

う。１人入っていることが突破口になって増えていく。改選するタイミング

で、次の方を推薦する場合に女性を推奨する等具体的にどうできるか分から

ないが、弊社も放送法で定められた放送番組審議委員会というものがあるが、

８人中２名しか女性がおらず、達成していない。次の方を選ぶ際の条件とし

て、それが頭に入っているかいないかが、とても大きいと思う。どのように機

関に働きかけるかという方法もひとつ考えられるかと思う。 
阿部委員 審議会や審査会という機関のメンバー選定は、基本的にそれぞれ所管局、所管

課のハンドリングで声をかけていくということが可能なものだと思うが、そ

れにも関わらず出てこないというのは、該当者を女性に限定していくと、色々

な団体へのアプローチが難しいからなのではないか。条例等でしばられて設

置されてくる組織だと思うので、できるかどうか分からないが、極端な話、割

り当て制ではないが、クオータ制みたいなものを極端に低いところに当てて、

10 人いれば４人女性の委員が必要といったように強制的に決めてしまえば良

いのではないか。厳しいが、それくらいのことを始めていかないと動かないの

ではないか。それを期限を設けて始める。３年後に始めるというアナウンスを

すれば、もう少し本気度が上がるのではないか。無理であれば、無理なのだろ

うが、どうなのか。 
事務局 今年度改めて周知徹底を図ったところであるので、そこでどれくらい効果が
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出るか、次の年には多少分かるかとは思う。その状況を見て今後検討したい。 
大隅委員 商工会議所は、法律に基づく地域総合経済団体として行政並びに公的機関・団

体等から様々な審議会や委員会への委員推薦依頼を受けている。こうした中、

年々女性委員の推薦依頼が増えており、会議の趣旨や目的等を考慮して推薦

している。「この方に是非委員を受けて頂きたい」と思う女性経営者や実務者

の方もおられるが、場合によっては人選に苦慮していることをご理解頂きた

い。 
事務局 ＜成果指標３について説明＞ 
江原会長 成果指標が、Ｍ字カーブの改善という非常に大きな目標を掲げており、それに

対して活動指標の方は、主に保育所、学童保育といったようなものについて示

している。 
白鳥委員 確かに 35 歳から 39 歳のＭ字カーブのところは、女性が働きづらいという現

状があるが、保育所に入れないというところでは、その辺の年齢で、子育て中

自宅でできるからという理由でフリーランスとか起業する方とかも結構いる。

だが、保育所に入るのにフリーランスがとても入りづらい。その辺の見直しを

するとまわりまわって、Ｍ字カーブの底上げになるのではないかと思う。 
川島委員 全ての根底は、働き方改革に戻ってしまうが、うちの業種はできない、中小企

業零細だからできない、行政だからできない等、できない理由が続々と出てく

る。私が見ている限りすべての業界、業種業態で働き方改革をやっているとこ

ろがある。働き方改革して５時に帰れるようになれば、保育所は６時まででよ

い。もっと言えば近隣でサテライトオフィスを作れば、自宅近辺で預かっても

らえればいいわけで、働き方改革を進めるのが一番。それは、やはり経営者の

意識改革である。働き方改革が難しいと言われている物流業界、飲食、病院、

学校、マスコミ、行政などでも、やっている企業はある。３人５人のところで

あろうが、１万人２万人のところであろうが。意識改革を経営者にもっともっ

と進めるということの方が、大事である。もう昭和の働き方を本当にやめよ

う、これをスタンダードにしていこうよとしていくべき。より加速をしていた

だいた方が良いと思う。 
渋谷委員 経営者の意識改革という話だったが、私も労務管理に時間を割く中で、やはり

夫の意識改革が最も近道で最も重要であると日々痛感している。デスクでも

育休を取ったり、時短を選択したりしている者もいる。経営者もさることなが

ら、夫たる彼らが実際にやってくれると、飛躍的に変化すると思う。夫たる横

浜市職員の育休なり時短なりの参加を増やすことで、飛躍的に改善するので

はないか。 
坂本委員 私の背景からすると外国人のことについてひと言申し上げたい。就労支援の

件数が上がっていて◎なので、良いのかもしれないが、市の施策をみていると
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高齢者と女性は出てくるが、外国人という視点はまだ登場していない。外国人

は就労意欲のある方が非常に多い。在留資格上の制約もあったりするが、もち

ろん適法に働ける方々も増えているし、そもそも永住者が増えているので、そ

ういう背景を考えると外国人をターゲットにした施策に力を入れると女性の

有業率というのはさらにアップする可能性があるのではないか。 
川名委員 この数字を見ると制度は整ってきていると思う。横浜市のＭ字の深さという

のは、性別役割分担意識への思いと裏腹で、横浜というのは、全国でも性別役

割分担の意識が強い都市。実際に私共の館の運営に御意見をいただく会があ

るが、その中で「働かなくてすむ幸せな人達という言葉」があった。この活動

指標で、制度のところである程度行政、特に今の国の政策の方向性では予算が

向けられているが、意識のところで少しテコ入れをするような活動指標、性別

役割分担意識を解消していくような数値目標を掲げ、啓発が必要なのではと

思う。 
岩永委員 保育所待機児童数が少ないことで横浜市は有名だが、例えば非正規の方で辞

めている方は、諦めている人が多いのではないかというのを考慮に入れてい

ただきたい。この数字は定義によって出た数字であって、本心はどうかと。そ

こを考えていただきたいと思います。 
平井委員 世帯所得が高いと専業主婦が多い。高学歴専業主婦を働かせるのが、目指すと

ころなのか。社会の仕組みが整っていないのに、個人の意識を変えるほうが先

か。この人達が、働き続けたいのか。指標設定に対しての根本的なことだが、

疑問を感じた。 
津野委員 横浜市の教育現場では外国籍が増えている。先日も行った学校では２割の子

が外国籍であるとか、全く日本語が使えない子も含めて、多いところでは半数

を超えている地域もある。現実問題として外国籍の方が入って子供を育てて

いる現状がある。その保護者が実際には本来は大きな労働力を提供している

わけで、今後支援が行われるべき。行政サービスへアクセスできないケースも

あるので、そこは考えていく必要がある。 
事務局 ＜成果指標４について説明＞ 
白鳥委員 私は（女性起業家の）メンターをして４、５年経つ。細かいことだが、３人で

１人のメンターと中小企業診断士がつくというより、１対１でやった方が、絶

対的に効果がある。女性の起業家は、マインドセットが大切だと思っている。

甘い考えではダメだとしっかり言うのには、１対１で言った方が良い。 
大隅委員 商工会議所も起業家セミナーを開催している。経済局を中心に女性の創業支

援の成果が上がっているが、当所の状況を見ていると単に起業に向けてのノ

ウハウだけでなく資金確保のための融資相談や法的な手続き等いろいろなハ

ードルがある。また創業後の販路開拓など成長段階に応じて支援、相談が受け
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られるシステムが必要だと思う。 
川島委員 横浜市でも実施しているかもしれないが、子育て女性が働けるように女性が

子連れで働ける施設が増えている。特にＩＴ系が多いのかもしれないが、ＩＴ

のアウトソースを受けるその後ろで、共同で誰かが保育をしてくれるという

ものだ。ＳＯＨＯとかベンチャーのスペースを用意しながら、共同で保育をし

てくれる。このパターンが今すごく増えている。しかも、そこにメンターが来

たり、税務相談、財務、法律相談の人も一緒に常駐していて、さらにコピー機

等のハードも共有できるという。起業家にも繋がるし、在宅勤務の拡大にも繋

がる。ハードと人材のサポートを行政でやっているところがある。金がかかる

ので、そこは、有償にして一部利用者からお金をもらうというのが全国的に増

えている。 
事務局 ＜取組分野Ⅱ成果指標１について説明＞ 
江原会長 評価が◎ということは、目標を達成しているということではありますが、ご意

見をいただきたい。いかがでしょうか。 
堀本委員 次のテーマのＤＶ被害者支援にも関わるが、ひとり親家庭というのは、母親一

人、あるいは父親一人というシングル家庭ということになる。ＤＶ被害者がパ

ートナーの元を逃げ出して、一人で自立していくという過程において、ひとり

親家庭として自立することが求められる。資料の中で、ＤＶの方が増えている

とあるが、そうなると、ひとり親家庭自体が自然増であれば、母数の中で、う

まく就労できる方が増えたことになる。施策が上手くいってひとり親家庭の

就労者数も増えたのか、そもそもひとり親家庭の母数が増えたことで就労者

数が、増加したのか。そこも分析する必要があるのではないか。 
江原会長 ひとり親家庭の就労者数を把握することが、難しいと事務局から説明があっ

たが、実際にひとり親そのものが増えているのか。全体の割合として上手くい

った人が増えたのか、ひとり親家庭自体が増えたのか。 
事務局

（こども青

少年局） 

全ての回答にはならないが、ひとり親世帯数の推移ということで、国勢調査の

数字だが、横浜市では、22 年度は、約 28,800、27 年度は、約 2,400 減って約

26,300 となっている。母数自体は減っているという事実はある。 
津野委員 国勢調査で実数が減っているとあるが、全体としては多い。少し気になるの

が、目標と課題にも書かれているが、自立支援事業の利用者数自体減ってい

る。ひとり親の場合には、色々なケースがあるとは思うが、非常に困難を抱え

ているケース、例えば経済状況が思わしくないＤＶ被害で逃げているとか、高

等教育まで行く前に妊娠出産を経ていたりすると、様々な情報へのアプロー

チが困難である。私は今、学童の会長をやっていることもあり、気にしている

家庭もある。パソコン等も使えず、行政サービス等の存在さえ知らないという

家庭が潜在的にあり、どんどん困難を抱え、それが、子供達に伝わってしまう
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ことがある。 
行政サービスの情報提供のチャンネルを増やし、もう少し直接的なものを作

る必要があるのではないか。国勢調査等である程度把握し、住民登録でも分か

るはずなので、そこに対して直接的な支援の情報等を流せると良いのではな

いか。ネットアクセスができない、サービスを頼らないで頑張ってしまう人、

追い詰められている人もいる。 
平井委員 総合的支援を考えると、ネットへのアクセスが難しい人に対して、今までと違

った方法で保育所や学校等地域で情報提供できる場を設ける必要があるので

はないか。 
江原会長 情報提供が非常に大事だということ、またチャンネルの必要性をご指摘いた

だきました。特に困難を抱えた方に、意外と情報が届いていないのではない

か。 
種子島委

員 

青少年支援の公益財団法人の評議員をしているが、その中で放課後児童キッ

ズクラブの運営をしている。Ｐ6、重点施策Ⅰの放課後キッズクラブの整備率

が◎になっている。運営への意見としてキッズクラブが積極的に、学校の先生

とこどもの情報について共有をしているかどうか。キッズクラブは整備率が

あがって沢山できてはいるが、本来放課後にキッズクラブで過ごすべき子供

が、登録して来ていないのではないか。例えばひとり親家庭で放課後心配なこ

どもがいたとしても、教師は忙しいということもあり、それ以上のことをでき

ずにいる。そこをキッズクラブが補完・情報交換をする等、セーフティネット

として機能してほしい。整備率だけでなく、困難を抱える層にアプローチをし

て欲しい。行政サービスへのアクセスを助ける等も考えてみてはどうかと思

う。 
事務局 ＜成果指標２について説明＞ 
川名委員 ＤＶの相談件数だが、何年間分の数字か。先日、新聞発表で横浜市の相談件数

が減っているという報告もあった。実際私共もＤＶ支援相談センターを受け

持っているが一昨年より去年の方が減っている。この数字の出どころを教え

ていただきたい。 
事務局 
（こども青

少年局） 

こちらの 5096 件という数字は、29 年度の単年度の相談件数になる。この数

字は、男女共同参画センターで行われている「心とからだの生き方の総合相

談」のうちＤＶに関する相談の数字と、横浜市ＤＶ相談支援センターで受けて

いるＤＶに関する相談のうちＤＶ防止法対象の被害者相談の数字、各区の福

祉保健センターで受けている「女性福祉相談」のうち夫等からの暴力相談に関

する数字の合計となっている。内訳は、各区の女性福祉相談が増えている。警

察の対応が迅速になっていて、それにともなって具体的な支援の相談に結び

ついており、各区の相談が増えているということと、男女共同参画センターか
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らつながるＤＶ相談も増えてきている。 
新聞で報道されている件数が減ったというのは横浜市ＤＶ相談支援センター

単体の数字になっており、こちらは減ってきている傾向。他都市もＤＶ相談セ

ンターができており、電話相談など分散しているのではないか。 
堀本委員 平成 29 年１月 24 日から法テラスという日本司法支援センターの方でＤＶ被

害者支援、ＤＶ相談要件が非常に緩和され、これがきっかけで、特に全国の中

でも神奈川県におけるＤＶ相談件数が増えているという事実がある。横浜の

数が減っているというより、法テラスの相談料無料で比較的利用しやすいと

いう状況があることから、これまで相談にも来られなかった方などへすそ野

が広がったのではないか。そういった案件の支援にあたる弁護士としては、依

然として目に見えていない数のＤＶ相談、相当事案があるのではないかとい

う認識ではいる。 
江原会長 数値が変動する場合、さまざまな理由がある。総合的に分析するという視点が

非常に重要かと思う。全体として状況が改善されているのか、そうではないの

か。そのあたりの分析を是非お願いしたい。他にいかがでしょうか。 
岩永委員 ここには書かれていないが、全国的にＤＶ相談は、警察も含めて全体的に増え

ている。一方で一時保護は減っている。理由として一時保護になると携帯が使

えない、結婚自体が少ない等いろいろ言われているが、実態が分からない。国

がやるべきことだと思うが、ＤＶ防止法ができた時には横浜市は調査したよ

うだが、被害女性の支援だけにとどまらない、男性だけではないと思われる加

害者への対策を視野に入れて、市の施策として考えてもらいたい。 
臼杵委員 神奈川県の方から聞いたが、ひとり親家族の方々とＤＶ被害の夫婦間の方々

は特性が違う。ＤＶは夫が年収や社会的地位が高く、そのストレスがたまり、

家庭で暴力を起こしてしまうという方が結構多いと。ひとり親の方が、生活が

本当に大変な状況であるということで、タイプが違うと聞いた。会社の中で管

理職になるとか、経営層とか昇進の際のハラスメントの研修を設けており、今

後は役職者や一般職にも研修を実施するが、そこへＤＶも入れた方が良いの

ではないかと思った。その辺りの啓発もしてほしい。 
平井委員 若者の教育が大切という方針やっているのは大切なことだが、この数字は社

会人が駄目だということ。国がやることかもしれないが、今後は大人の教育

を。方法は企業を通して等考える必要がある。 
岩永委員 重点施策Ⅱの成果指標について、数値の男女別が出ていない。女性は例えば女

性トイレにＤＶ相談のシールが貼られていて目にするが、男性は街中でＤＶ

の情報を見ないのではないか。加害者にも情報がいくという危険性もあるが。

大人の男性への広報が課題。もう一つ問題なのが、大学が明治学院大学だけに

しかいっていない。横浜市にはもっと大学が沢山あるのではないか。 
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江原会長 大人の男性が目にふれるところにも、ＤＶに関する広報が必要であると。企業

の研修にも取り入れる等のご意見が出ました。 
活動指標の方は◎になっているが、成果指標の方は△となっている。 

坂本委員 ＤＶの関係でいうと外国籍の方が日本人と婚姻した場合、在留資格の問題が

あって、経済的うんぬんの前にそもそも立場が弱い。そういった外国籍の女性

の方々へも情報が届くよう、啓発物の多言語化を強化してもらいたい。 
事務局 ＜取組分野Ⅲ成果指標１～４について説明＞ 
川島委員 日本生命と関西電力など、男性育児休業取得率 100％の企業もある。横浜市は

どうだろうか。千葉市はかなり力を入れていて５年間で 10 倍くらい取得率が

伸びている。やっているところはやっている。職場内での徹底的な啓蒙啓発活

動や、上司の評価に男性の育休取得率を盛り込む等、北風と太陽両方でやって

いるところが多い。こういうところは男性の育休取得率が 100％あるいは、５

年間で 10 倍に増えたりする。個別の職場のことなので、これを市内企業全体

へどう広げるかが今回のテーマだと思う。これまでやっているようなイベン

トや冊子配布は是非継続してほしいが、これだけでは目標はなかなか達成で

きない。強制力があるような、あるいは企業や個人にインセンティブがあるよ

うなものを取り入れて欲しい。公共調達にインセンティブを与えるなど女性

の指標があると思うが、その点数を高くしたり、男性の育休取得率も指標に入

れるなども考えられる。個人向けでは例えば保育所入所の利用調整に、父親の

育休取得を評価に入れるなど、家庭・個人へもインセンティブを与えるという

のもある。北欧、フランスでは、出産前の父親教室の受講が義務。産後うつや

沐浴の仕方を学ぶ等。これを受けないと、子育ての関係の支援、お金をもらえ

ない。行政単位でもある程度できると思うので検討いただきたい。地域活動に

ついて、男性に向かってやれと言ってもなかなか厳しい。興味無い人が圧倒的

に多い。ある程度強制力を持たせてはどうか。私も周りもそうだが、地域活動

をしている男性は、ＰＴＡをしている。ＰＴＡを経験すると、地域が見えてき

て、仲間ができ、自分の興味の範囲も見えてくる。防災、防犯、介護、子育て

など。関心のある分野で、ＰＴＡ卒業後に地域で活躍することもできる。市の

ＰＴＡ男性役員クオータ制なども検討の１つにしてほしい。ある程度強制力

はどこかで必要なのではないか。 
岩永委員 私の職場は女性のみだが、子どもができたとか、ＰＴＡ、職場や学校行事等、

積極的に休ませる。本当にお互い様。育児が終わると今度は介護が始まる。ど

ちらもやっているダブルケアの方もいる。どうしてもそこには男性の参加で

はなく積極的な参画が必要。一緒にやっていただきたいと思う。 
江原会長 孫と親の介護のダブルケアで大変な人の話をよく聞く。祖母の役割が大変で

死に物狂いでやっている人も。 
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臼杵委員 地域に対する貢献だが、弊社にも、参加しない人が多いため、人事評価に地域

貢献を加点する取組をしている。今、効果を期待しているところである。 
事務局 ＜取組分野Ⅳについて説明＞ 
江原会長 特に意見は無いようなので、今後意見があれば、メールで事務局へ送付してく

ださい。 
議事２ 横浜市男女共同参画貢献表彰選考準備委員会の設置について 
事務局 ＜横浜市男女共同参画貢献表彰選考準備委員会の設置について、資料に基づ

き説明＞ 資料２ 
江原会長 今の事務局の説明に対しご質問はありますか。 

 ＜なし＞ 
30 年度「選考準備委員会」の人選を行いたいと思うが、ご意見のある方はい

らっしゃいますか。 
川名委員 第７条にあるように江原会長にお願いしたいと思います。また、他の委員の指

名は、会長に一任したいと思います。 
江原会長 特にご意見がないようでしたら、「人選は会長一任」とさせていただいてよろ

しいでしょうか。 
臼杵委員、川名委員、坂本委員、私の４名としたいのですが、よろしいでし

ょうか。 
全委員 異議なし 
江原会長 臼杵委員、川名委員、坂本委員と私の計４名で選考準備委員会を組織したい

と思います。 
 
審議事項は以上で終わります。 
続いて、報告事項に入ります。 

報告事項 
報告１ よこはまグッドバランス賞の認定について 

事務局 ＜「よこはまグッドバランス賞の認定」について、資料に基づき説明＞  
資料３ 

 意見・質問等は特になし 

報告２ 平成 30年度 横浜市の男女共同参画に関する主な取組について 
事務局 ＜平成30年度 横浜市の男女共同参画に関する主な取組について、資料に基

づき説明＞ 
資料４ 

 意見・質問等は特になし 
報告３ 平成 30年度 男女共同参画センターの主な取組について 
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江原会長 続いて、「平成 30 年度 男女共同参画センターの主な取組」について、横浜市

男女共同参画推進協会の理事長でもあります川名委員から説明をお願いしま

す。 
川名委員 ＜平成 30 年度 男女共同参画センターの主な取組について説明＞ 

・資料５ 
・市大と連携した講座 「ジェンダーとメディア表現」 

 意見・質問等は特になし 
 

その他・閉会 
江原会長 以上で議事・報告事項は終わりましたが、全体を通して質疑・意見等ありま

すか。 
＜なし＞ 

その他、事務局からは何かありますか。 
 
本日は様々なご意見ありがとうございました。 
皆さまからいただいたご意見を踏まえて、今後とも男女共同参画に係る施策

へ取組んでいただくようお願いします。 
議事を事務局にお返しします。 

事務局 本日は２時間半という長い時間、会長はじめ、委員の皆さまには、大変熱心に

ご議論いただき、ありがとうございました。 
本日のご意見等を踏まえて第４次横浜市男女共同参画行動計画を進めて参り

ます。 
本日の審議内容につきまして、ご意見等ある場合は、7 月 31 日（火）までに

メールにてご連絡ください。議事録についても御確認いただくことになりま

すので、よろしくお願いいたします。 
引き続きご指導いただきますようよろしくお願いいたします。次回第２回の

審議会は、12 月に開催予定です。日程調整等、また別途御連絡をさせていた

だきます。 
本日の審議会は、これをもって終了します。 
本当にありがとうございました。 

 


